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学生による地域への学校教育支援の可能性と実践的指導力の基礎
一 青森県津軽地方中南地区と西北地区の公立小学校および中学校教員の意識調査をもとに 一

羽賀敏雄 弘前大学教育学部家政教育講座 ・ 附属教育実践総合センタ ー

要旨
青森県津軽地方の 中南 地区 ， 西北 地区の公立 小学校と 中学校全校を対象に ， 現職教員の意識調査

を行い ， 教員を 目指す学生を ， 地域の 学校へ教育支援に派遣する可能性を探 った。学校行事に住民
が参加するなど 学校の地域への開放が進 んで い る。 地域を活 用した体験 学習を ，子どもの問題発 見・

解決の 学習方法と認識する教員が多いが， その効果が発揮されてい ると考え る教員は必ずしも 多く
はなかった。 学校現場では地域の豊かな自然と伝統産業・文化を活 用した体験活動が実践されてお
り，子ども の安全性の確 保などについ て支援の要望が多かった。学習支援に対する要望は最も 多く ，
確かな学力向上を意識したものと 見られる。 教員養成課程 で育成が期待される 「実践的指導力の基
礎」の意味は何かとの間いに対しては， 他者の気持ちがわかる豊かな人間性及び社会人としての常
識があることなどと答え る教員が多く ， 学生は子ども 理解の ためのふれあい活動の他に ， 教員 ， 保
護者 ， 行政， 地域住民との 多様な交流が必要となる。

地域の教育に貢献する ために ， 学生の特技や希望支援可能な期日等のリストを作成し， 教育現
場の希望条件とのマッチングを効率的に 図る 必要がある。 青森県に唯一存在す る教員養成 学部とし
て， 教育現場に即した実践的な教員を養成することなど ， 地域の弘前大学教育学部に対する期待は
大き い。

キー ワ ード：地域 体験 学習 子どもの態度の変容教育支援実践的指導力の基礎

l はじめに
1998年7 月の教育課程審議会第3次答申『幼稚園 ， 小学校 ， 中学校 ， 高 等学校 ， 盲学校 ， 聾学校

および養護学校の教育課程の基準の改善につい て』は， 「21世紀に生き る幼児児童生徒に 「生き る
カ」を身につ け させ る ためには， とくに 保護者や地域住民 ， 関係者の理解が不可欠 である」と述べ
てい る。 その ために ， 「開かれた学校」として， 保護者や地域の人々の理解。協力を得ること や， 地
域の施設や環境などを 学校の教育活 動に生かすことが提言されてい る。 2000年12 月の教育課程審
議会答申『児童生徒の学習と教育課程の実施状況の評価の在 り方につい て』は個性尊重の立場か
ら ， 評価を通して， 学校 ・ 家庭 ・ 地域が一体となって子どもの 「生き る力」をはぐく んで いくこと

を 目指してい る。
1998年12 月に告示 された 学習指導要領に おい て創設された 「総 合的な学習の時間」は， 問題解

決型学習と体験学習を 中心とした 「 学び」の時間 である。 地域は子どもの生活の場であり， その自
然や事象は具体的 で ， 身近なものとして把握されやすい。 生活は問題解決活動そのもの であり， 地
域と密着した学校教育活動は重要 である。

2002年7 月の 中央教育審議会答申『青少年の奉仕活動 ・ 体験活動の推進方策につい て』は， 「奉
仕活 動」を自分の能力や経験を生かし， 個人や団体が支えあう新 たな 「公共」 に寄与する活動 ， 具
体的には， 「自分の時間を提供し ， 対価を 目的とせず ， 自分を含め地域や社会のために役立つ活動」
と定義し， 「 体験活動」を社会 ， 自然などに積極的に関 わ る様々な活動と定義した。 そして 学校は，
地域の人材として各方面の専門家， 学生 ， 高齢者行政関係者等を積極的に活 用すべきことを述べ
て い る。

弘前大学教育学部（教育学部）は， これま でフレンドシップ事業 その他の事業を通して， 学生を
地域の公立小学校や青少年教育施設に派遣している。 教育 学部のフレンドシップ事業は， 自然 ・ 社
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地域の公立小学校や青少年 教育施設に派遣している。 教育学部のフレンドシップ事業は， 自然・社

会体験活動を通した子ど もとのふれあい活動が中心となっている。 本事業は教育職員免許法の特別

活動の指導法の授業として教員養成プログラムの中で行われ， 不登 校の子ど もの学校適応支援を除

けば， 教科等の学習支援は特に意識していない l) 。

フレンドシップ事業の重要な目的の一つに， 教員を目指す学生の 「 実践的指導力の基礎」の養成

がある。1997年 の教育職員養成審議会第1次答申『新たな時代に向けた教員養成の改善 方策につ い

て』 におい て 「 実践的指導力の基礎」 が強調され， 教員養成段階 で修得すべき最小限の必要な資質

能力として， 「採用当初から学級や教科を担当しつ つ ， 教科指導 生 徒指導等の職務を著しい支障が

生 ずることなく実践できる資質 能力」をあげている。

本調査は， 弘前 大学 が立地 する弘前市と中津軽郡， 南津軽郡（以上中南地区）， 及び五所川原市と

西津軽郡（ 西北地区 ） の公立の小学校・中学校全 校を対象にして， 「総合的な学習の時間」や 「特別

活動」に活用している地域資源の題材や， 「開かれた学校」の実際の取り組み， 学生 派遣の希望と希

望理由を調査して， 教員を目指す学生を地域へ派遣するための，現実性のある教育支援の在り方を

考察する。 また， 「 実践的指導力の基礎」の意味を意識調査し， 今後の教員養成の在り方の参考とす

る。

2 調査方法

調査は2003 年 9 月下旬から10月上旬にかけて郵送留置法によって行った。 質 問紙を， 弘前市，

中津軽郡， 南津軽郡（以下中南地区） と， 五所川原市， 西津軽郡 （以下西北地区） にある公立の小

学校153校と中学校58 校の全 校に， 学校長宛 で一部ずつ 配布した。 回収率は小学校88.9 % （中南

地区91.3%， 西北地区 86.3%） 中学校81.0%（中南地区 81.8 %， 西北地区 80.0%）で全体では86.7%

であった。

回答者の年代は，20代1名 （全回答者に対する割合0.5%) , 30代8名(4.4%) , 40代113名(61.7%) ,

50代61名(33.3%）， 身分は校長・教頭の管理職68 名(62.6 %）， 管理職外68 名(37.4 %）， 地区

別の回答者数は中南100(54.6 %）， 西北83(45.4%） であった。

属性による有意差の検定をカイニ乗法により行い， 危険率を 5 ％とした。 検定を可能にするため

に， 年代のカテゴリ ーは20代， 30代， 40代を統合しそ れと50代の2 つにした。 有意差がある も

のに限り本文 中に記述した。

質間項目は， 題材としての地域資源を問う もの3問地域資源を活用して体験した子ど もの態度

の変容に関する もの1 問 （変容を認めた回答者に対しては 3間）， 総合的な学習の時間等に対する

学生の教育支援の要望の有無につ い て1 問 （要望があると答えた 回答者に対して2問）， 実践的指

導力の基礎の意味につ いて1間の合計6 問（子ど もの態度変容を認め， さらに学生の教育支援を望

む場合9 問） である。 以下， 断りがない場合， 採用率は個々 の選択肢の採用数の， 全回答学校数に

対する割合を表す。 学校種別， 地区別 に採用率を表す場合は学校種 内， 地区 内のそ れぞれの全 回答

数に対する割合を表す。 例えば小学校の採用率と表記する場合， 小学校の採用数の， 回答した 小学

校の全 数に対する割合を示す。 出現率 もこれに準ずる。

3 結果と考察

3-1地域資源の教育への活用

津軽地 方は， 東北地 方 最北部の西部に位置しており， 世界遺産の白神山地 があり， 西海岸や岩木

山の一部は国 定公園に指定されている。岩木川の流域は広大な津軽平野が広がる日本有数の米作地

帯 であり， 日本一の生 産量を 誇るりんごの畑が平野や丘陵地帯 に広がっている。 四季がは っきりし

ているが冬は雪深い寒冷地 である。

総合的な学習の時間等に， 公立学 校が活用している地域資源につ い て， 渋川良夫 2) の研究を 参考

にして選択肢を作成した。 複数回答可として得られた採用率を選択肢別に 図1 に示した。 選択肢は
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体 験活動の場や 媒介である場合と ， 行動を伴う概念である場合とがある。 なお 「その他」 で記述さ
れてい た資源 でまとま った数があるものは項を起こし 選択肢として 図 1 に明示した。

選択肢の 「雪」， 「 山 」， 「 川」， 「海」はカテゴリー 『自然』にまとめることができその出現した
総数は 115 であった。 『自然』の 中では， 「 川」の採用率が最も高かった。 「 川」の 学校種別の採用
率は小学校が39.7％と 中学校の 28.9％よりも高 く， 中南地区は43.4％で 西北地区の 29.3％よりも大
きかった。 岩木川は白神山地に本流の源を発 し， 中南 ， 西北の両地区を流れる大きな 川 であるが，
下流の西北地区よりも 上流の変化に富んだ中南地区の活用が多い。 近 くを流れる岩木川のボー トに
よる 川下 りを行政や 市民団体， 保護者の協力を得て実施 してい る 中南地区の藤崎中央小学校の例

がある 3)。ま た岩木川水系にかけ るダム建設の ために水没 する集落を題材にした体験 学習の拠点が，
中南地区にある 4)。

「雪」は出現数 の 合計が15と 小さいが， 小学校が10.3%， 中学校 2.2％と 小学校の採り上げかた
が圧倒的に 多く，地区別には中南地区が13.1%， 西北地区が2.4％であり偏りが見られた。

「 動物」は 「 草花」の半数程度の採用率 である。 「 動物」は小学校 16.2%， 中学校 8.9%, 「 草花」
は小学校 34.6%， 中学校 22.2％で ， いずれも 小学
校が多いのが目立った。

「米」， 「 りんご」， 「畑作」は 『作物・食』の カ
テゴリ ーに纏めることができ出現数 は合計 で
169 となった。 その 中では 「米」， 「 りんご」の採
用率が高 く， 「畑作」はこれらに比べると顕著に低
い。 『作物・食』は農業と いう一種の職業体験と考
え られるが， 農業以外の工業商業などの職場体
験の採用率は7.7％であり，これらはいずれも 中学
校の題材 である。

「米」の出現数は104 であり， 図1 に示す 選択
肢 の 中で 最も採用率が高かった。 その 学校別の採
用率は小学校が 74.3%， 中学校が 6.7％であり，
小学校が圧倒的に 多いのが目立った。出現数が65

の 「 りんご」は， 小学校が42.6%， 中学校が15.6%
の割合 である。地区別に 見ると ，「米」は中南地区 ，
西北地区とも 60％程度 で同等の割合 であるのに
対し， りんごは中南地区が 52.5%， 西北地区が
15.9％であり， 中南地区が多い。

「米」づくりは， 多くの作業か ら な り， 田植え
および収穫の悦びを体験することができ る。 水田
に囲まれた板柳北 小学校 での米づくりの体験活動
は， JAとほと んどが 農家 である 保護者の協力の
もとに行われてい る。 5月末の 田植えと 9月末の
稲刈りは， 彼らの支援のもとに子どもが体 験 する
が，これら以外の苗の栽培， 耕起 ， 施肥， 潅水，
追肥除草， 脱穀 などはJAや保護者の仕事であ
る。 11月には， 収穫祭として保護者とともに餅つ
きをし， 新米を味わ った。 りんご作 りは， 施肥，
摘花， 袋かけなど 収穫ま でに時期を問わずこまめ
な作業が必要であり， 米作 りに比べると子どもの
体験活動の機会が多い。 中南地区の弘前 市周辺にはりんご畑が多く， 市営の りんご公園もあり， 多
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図1 体験活動に活用されている地域資源
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くの小学校が活用していると見られる凡

伝統芸能は 「獅子舞」， 「伝説」， 「昔 の遊び」， 「津軽三味線」， 「馬市」， 「麦藁工芸」， 「こけし」， 「黒

石よされ」， 「本郷凧つくり」， 「太宰文 学 」と，地域に根ざした種 様々々 なアイテムから成 っており，

計66 あった。 「こぎん」 は合計8 , 採用率は小学校5 .1%， 中学校2.2%， 中南7 .1%， 西北1 .2 % ,  
「藍染め」の出現数は10 , 採用率は小学校6 .6%， 中学校2.2%， 中南10 .1%， 西北0 ％であり， 共

に小学校と中南地区が多かった。 「こぎん」製作を特徴づ ける伝統的な3 つの地域の うち2 つの地

域が弘前市周辺にあったことや， 蓼藍の栽培と染めが弘前市とその周辺に集中していたことが関係

していると考えられる。
「遺跡」の採用率は 15％を越えている。調査地域および近隣には縄文 遺跡で名 高い三内丸山遣跡，

弥生 時代前期 の水田跡で知られる垂柳遺跡，遮光土器で知られる亀ヶ岡遣跡等，著名 な遺跡があり，

これらが活用されていると見られる。
「国際交流」の採用率は 40％を超えている。 学

校種別の採用率は小学校が 52 .2%，中学校が17 .8% 

であり小学校が多かった。 地区別の採用率は西北

が 54 . 9%，中南が34 .3％であり， 西北地区の方が 高

かった。生活科や総合的な学習の時間を使って外

国 の生活や文化に触れる国際理 解教育が小学校に

おい て確立されつ つ あることが関係していると見

られる。 国際交流は， 例えば弘前市が米国テネシ
ー州マーチン市に 18名 の中学生を，板柳町が小学

生 20名 を中国 に派遣する行政 主導 の事業があり，

自治体の取り組みに結びつ い て学校が国際交流に

関わっている 多くの例がある。
「老人福祉施設」の採用率は 10 ％程度である。

小中ともほぼ同じ割合であった。 「保育園」は全て

が中学校 の題材である。 「まちづ くり」は採用率が

20％程度， 学校種 別でも 小中ほぼ同じであり， 地

区別では中南が23 .2%，西北が14 .6 ％で中南地区

が高かった。 「 まちづ くり」は，学 校 地域家庭

の協働 を必要とする， 学社融合実現のための理想

的な題材であるとされる見

板柳北小学校の事例に見られるように， 人材を

含めた複数の地域資源が組み合わされて授業が行

われている例が多 い。 当小学校では， 三内丸山遣

跡を題材にして， 調べ学習， 行政 の専門家による

講話土器掘り等の体験活動， 縄文 の衣服 の情報

収集・調べ学習 縄文衣服 の作製， 高齢者施設で

の劇中 発表会 ， の流 れで総合的な学習の時間が実

践された匹

なお， 「動物」， 「草花」を 『動植物』， 「こぎん」， 「藍染め」， 「陶芸」を 『手仕事・手芸』 にカテゴ

リ ー統合し， これまで述べた 『 自然』， 『作物・食』 の他に， 『伝統芸能』， 『 国際交流 』， 『遺跡』， 『 ま

ちづ くり』， 『 その他』 をカテゴリ ーとして検定した結果 ， 小学校・中学校の学校種間中南・西北

の地区間に有意 な差があった。

授業への参加感が増し学習の意欲
が出る

教科書完結的な学力か
ら

現実の社
会や生活を切り開いて行く学力に展

開する基礎をつくる

地域の環境改善に主

体

的にかかわ
る態度や行動力を培う

公的機関・施設を通じて、公共的な
もの ・ 役割を理解する

問題発見・解決の態度の育成や追
求・調べ学習に有効である

教科横断的なテーマ学習ができる

その他
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玉井康之は地域資源を教育に活用する ねらいとして 「 授業への 参加感が増し学習の 意欲が出る」

など7項目を挙げている 8) 。 また， 1996 年 7月の中央教育審議会 第1次答申は 「生きる力」の 育

成を目指し， 自ら学び， 自ら考える ための問題解決学習や 反省的 追 及学習， 横断的 ・ 総合的な学習

をその主要な手段として提言している。

学校が地域題材を選んだねらいを 図2 に示す。 選択枝は玉井の述べた地域題材の教育効果に関す

る 7 項目に， 「問題発見 ・ 解決の態度の養成や 追求・調べ学習に有効である」 と「教科横断的なテ
ーマ学習ができる」の2項目を加えた。

玉井の 7項目の うち， 最も 多かったのは，認知的な 「地域理 解と地域の誇りの 醸成」であり， 80 %

を超える学校がそのように回答した。次いで 「具体的な地域の 労働や作業を通じて， 細部に見られ

る知恵や専門性を学ぶ」 が 54. 6％であった。 米づ くり， りんごなど全国的に も知られた地場産業を

資源として活用し， こ れらの生産作業を体験することにより地域の誇りが醸成されると教員は考え

ている。

9 つの選択肢の うち， 学カ ・ 学習に直接関わっているのは， 「 授業への 参加感が増し学習の意欲が

でる」 「教科 書完結 的な学 力から現 実 の社会や生活を切り開いて行く学 力に展 開する基礎をつくる」
「問題発見 ・ 解決の態度の育成や 追求 ・ 調べ学習に有効である」「教科横断的なテーマ学習ができる」

の4項目であり， これらの中では， 「問題発見の態度の育成や 追求 ・ 調べ学習に有効である」が最も

多かった。 身近な事象が子ど もの学習への 興味関心を引き易いことから， 地域資原が 「問題発見 ・

解決の態度の育成や 追求。調べ学習に有効である」 と考える教員が多く， 他の3項目を上 回 ってい

る。 つ まり地域学習は， 総合的な見方曇考え方の育成や 学習意欲の 喚起よりも問題発見 ・ 解決的な

方法として重視されている。

校種別で見ると， 「地域理解と地域の誇りの 醸成」は

小学校中学校で大差がなかったが， 「問題発見 ・ 解決

の態度の育成や 追求 ・ 調べ学習に有効である」 は， 小

学校77. 9%，中学校 40 . 0％と小学校がより重視 している。

また 「 授業への 参加感が増し学習の 意欲がでる」 も 小 ぃる
地域人材をゲストティーチャーとして活用して

学校 58. 1%，中学校 22. 2％で小学校の方が重く見ている。

地域教材を選んだ 「 その他」のねらいとして， 「地域

からの協 力が得やすい」（小学校）， 「かけがいのない命

を考える」 「ボランティア精神の育成」（以上中学校）

があった。
ヘ公開している

図霞室、体育館、コンピュータ ー等、学校施

設の地域への開放を行っている

総合的な学習の時間や教科等の授菜を地域

.
14ー＇

7
 
8

 

3- 3「開かれた学校」つくりのための取り組みについ

て

地域の 人材活用や社会教育施設の活用がいかに行わ

れているか， 学校の資源がどのように地域の教育に活

用されているかを調査する目的で， 中村博文 9) の実践

報告などを参考にしながら， 「開かれた学校」つくりの

ための取り組みにつ い ての選択肢を設けた。「開かれた

学校」 は地域 ・ 学校が一体となった 「特色ある学校」

を実現 する教育を推進するための 造語である。 結果を

図3 に示す。

学校が地域の 人材をゲストティーチャ ーとして招く

割合が9 0 ％近くに達している。 地域の行事へ学校が参加しているのが60％近い。 その中には学校

と地域が一体となって行事を行 う例も少なからず見られた。 「 図書館 ， 体育館， コンピュー タ等学

校 施設の地域への開放を行っている」 と 「総合的な学習の時間や教科等の授業を地域へ公開してい

公民館や児室館などの社会教育施設と連携

している

地域の行事へ学校が参加している

I I 

0 20 40 60 80 100 

採用率％

図3 地域に「開かれた学校」つくりのため
の学校の取り組み
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る」を単純 に合計すると9 0 ％を越え，学校の地域へ

の開放が 進んでいることが示されている。 「 その他」

に， 「学校の行事に地域を招待している」（小学校），
「グラウンドゴルフ大会キノコとり大会 ， もちつ

どちらともいえないに

き 大会桜を見る会の学校行事へ地域の方々 が参加

している。 」（中学校） があった。 「公民館や児童館な

どの社会教育施設と 連携している」ケースも 40％を

越えている。 この中には， 老人ホーム 。 保育園， 町

福祉課との 連携（中学校） も含まれている。
「 その他」の記述として， 上に述べた ものの以外 図 4地域資源を活用して体験活動した子ども

に，「学習で育てた野菜を村おこ し 館で 販売」（小学 の態度の変容についての教員の評価

校）， 「 「学校通信」， 「学 年 学級通信 ， 学 年 懇談会， 地区別懇談会」， 「学区住民すべての家庭への通信

配布及びそ れによる学校後援会を組織している。」（以上中学校） があった。

学校別では「地域の行事に学校が参加している」が

小学校 61.8%， 中学校 46.7％で小学校が多 いのが目立

った。 地区別では， 「 図書館 ，体 育 館 ，コンピュータ等

学校 施設の地域への開放を行 っている」 が， 小学校

65.0%， 中学校 35.8％で小学校の割合が 顕著 に 高かっ

た。 「総合的な学習の時間や教科等の授業を地域へ公開

している」 と 「公民館や児童館などの社会教育施設と

連携している」はそ れ ぞれ中南地区が56.0%, 52.0% 
であるのに対して，西北地区は 28.4%, 32.1％であり，

ともに中南地区が高いのが目立った。

とても変わった

やや変わった 74.4 
13.3 

あまり変わらない10

まったく変わらない10

゜ 20 40 60 

選択の割合％

80 

3-4 地域資源を活用して体験活動した子どもの態度

の変容

地域資源を活用した体 験活動の結果 ， 子ど も たちは

どのように変わったのかの質 問に対して，「とても変わ

った」「どちらとも いえない」 が 10％程度， 「やや変わ

った」が70％ 以上あった。 「あまり変わらない」， 「まっ

たく変わらない」 と回答した学校はなかった （ 図4)。
「とても変わった」は小学校で15 . 6%，中学校で2. 2% 

と， 小学校が多 いのが目立ち， 地区別では中南地区の

15 . 3％ が西北地区の8. 5％ より高いのが目立った。
「とても変わった」「やや変わった」と回答した教員が ，

子ど もがどのように変わったかについて示した結果が図

5 である。 選択肢は 5項目であり， 複数 回答可として答

えても ら った。 「地域につい て学ぶことに意欲と関心が高

まった」 と考えている教員が最も 多く ，次いで 「 自ら学

ぶ 意欲が高まった」 が多かった。 この2つの項目を選択

した教員は小学校がそ れぞれ84. 0 %, 50 . 4％で， 中学校の

54. 1%, 35 .  1％ よりも 多かった。 「より広い視野から物事を

捉 えることができるようになった」 が 「問題解決能力が

高まった」 よりも出現率が高いことも 回答の特徴として

挙げられ，3 -2 で地域資源活用のねらいとして重視され

地域について学ぶことに意欲と関心が嵩
まった

自ら学ぶ窓欲が混まった

他者に関する関心が寄まった

問題解決能力が宮まった

より広い視野から物哀を捉えることができる
ようになった

その他

図 5教員から見た体験活動による子ども
の変容の内容

気づく・注意を向ける

参加する ・ 熱心に取り組む

役に立つと思う•楽しいから取り組

む

めげずにやる•もっとやりたい

76.9 

i 
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出現率 ％

8t 

205 

164 
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出現度数

図 6 体験活動後に， 教員が見た体験活動
への子どもの関心 ・態度
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てい た問題 解決能力は下位にあることに注意 する必要がある 。

子ど も 自らが問題発見 ・ 解決をする ためには欲求とその充足が起きなければならない。 個性尊重

の観点から教員が個々 の自発的意 思を重視する あまり， 課 題づ くりができず 「学び」 ができない子

ど もになってしまう 可能性 も ある。 このことは教科との結びつ きが要求され問題解決能力の育成が

強調される総合的な学 習の時間においてはとりわけ重要な間題である。 地域は日常の生活の場であ

り， 生活の営みを通して問題解決のための思考と反省的経験 1 0) を積み重 ねるように教員が支援する

必要があるだろ う。

子ど もがどのように変わったかの 「 その他」としては， 「地域の住民とのコ ミ ュニケーショ ンが増

えた」 「感性が豊かになった」 など （以上小学校のみ） があった。

地域に出 て体験活動をした子ど もの， 体験活動に対する 関心 ・ 態度がいかなる段階 にあるかを教

員に聞 い てみた。質 問の選択肢は， 「意味に気づ く」， 「注意 を向ける」， 「参加する」， 「熱心に取り組

む」， 「役に立つと思 う」， 「楽しいから 取り組む」， 「めげずにやる」， 「 も っとやりた い」の8 段階 と

したが， 調査には子ど もの心の状 態を教員に問うことのむずかしさがある 。 そこで， 金井達蔵 11)

が整理しだ情意の階 層段階 に準じて， 受動的 。 知覚的な 「気づ く・注意 を向ける」， 外 発的 動機付け

に基づ く服従的な 「 参加する ・ 熱心に取り組む」， 興味があり意欲的な 「役に立つと思 う ・ 楽しいか

ら 取り組む」， 持続的情緒と専心の 「めげずにやる 。 も っとやりたい」の 4 段階 にまとめ， それぞ

れの段階 に属する 選択肢の出現度数を合計して， 段階 毎に 図6 に示した。 なお， 金井は関心 態度を

前提的， 基礎的関心， 発展的態度の3 段階 に分け， 基礎的関心を前段階 の必須と後段階 の要望に分

けている。 基礎的関心の前段階 は 「 参加する ・ 熱心に 取り組む」であり， 後段階 は 「役に立つと思

う ・ 楽しいから取り組む」である。

図から， 子ど もは地域に出 る体験活動に， 熱心に 参加 しており， 活動を役に立ち楽しい と感じて

いると認識する 教員が多 い。 すなわち， 子ど もは金井のい う基礎的関心があり， その中で も前段階

にあると考える 教員が最も 多かった。 学校種別の特徴としては， 「役に立つと思 う ・ 楽しいから取り

組む」の出現率の単純 合計が小学校118 %， 中学校100% , 「 参加する ・ 熱心に 取り組む」 のそ れが

小学校98.5%， 中学校66.7 ％であり， ともに小学校が 高い。

質 問紙にある 8 つの選択肢につ い ての検定の結 果、 学校種間に有意差があった。 回答者の年代の

間に も有意差があり， 40代以下が 「意味に気づ く」以外の7 つの選択肢につ い て高く評価する傾向

があった。

3-5 学生の教育支援について

教育実践総合センタ ーでは， フレ ンドシップ事業が開始されて以来， 学生 ボラ ンティア 教育活動

その他で， 中南地区 ， 西北地区の公立小学校 13 校の学校教育支援を実 施している 。 これまでの試

行例では全ての学校で支援継続を望ん

で い た。

今回の調査では， 「強く望む」 が44

校， 「やや望む」が78校あり， 双方を

合わせると70 ％近くの学校が学生の

支援を希望していることが明 らかにな

った （悩 7)。 「強く望む」の学校種別

では， 小学校が 21.4 %， 中学校 2.7%

であり， 小学校が多かった。 地 区別で

は， 中南が28.0%， 西北19.5 ％で弘前

大学 が立地 する 中南地区が多かった。 図7 学生によ る 教 員 支援を希望する学校の割合

フレ ンドシップ事業 1) 等で， 学生が支援した 実際の作業 ・活動や， 学生の子 ど もへの精神的な役

割などを考慮して， 支援を望む場面の選択肢を作成し， 複数選択可で 回答しても ら った。 その結 果

強く望む

あま り 望まない

やや望む

どち らでもない に饂箪玉声

まった＜望まない 日 1.6
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を 図8 に示す。 「 学校内 での 学習の補助」が最も 多く ， 次い で ， 「子どもの安全性の確 保」， 「 学生の
叫に応 じ て適宜支援を依頼する」 「 グルー プ活動の監督指導」と続い てい る。 学校種 間の検定結果
に有意な差があり ， 「子どもの安全性の確 保」が， 小学校 61.8%， 中学校 20.5％と 小学校が顕著に
高かった。 「遊び相手」 「読み聞かせ」も 小学校が多かった。 回答者の年代別の検定結果に有意差が
あり ， 40 代以下の回答者が50 代 より も これらの 項 目を 選択する割合が高 い 特徴もあった。 地区 別
では 「 学校内 での学習の補助」 「読み聞かせ」が， 中南 地区が 63.5%, 22.9%， 西北 地区が 45.1%,
8.5％で ， それぞれ中南 地区が多いのが目立った。

「 学校内 での 学習の補助」が多いのは， 「確かな学力」向上が要請されてい る ことと関係があるも
のと考え られる 12)。 安全性の確 保は体験 活動の種 類にも よるが，概して 小学校が多いのは発達段階
を考慮すると 当然とも いえ る。 「 お兄ちゃ ん， お姉ちゃ ん的なこ こ ろのケア」は小学校 37.4%， 中
学校 22.7％であり ， 小学校が多かった。

支援を希望するその他の場面として，「部活 での指
導 パソ コ ンの指導」 「鳥や虫などに詳しいなどの専
門 性があると ，講師としても依頼するかも知れない」

「児童理解」（以 上 小学校）， 「 学ぼうとする気持ちを

子どもの安全性の確保

学校内での学習の補助

教材や資材の運搬を含む会場の整備

強くも ってくれれば歓迎する」「学生自身が体験 活動 年齢の近い お兄ちゃん 、 お 姉ちゃん的四

をして視野を広め る」「パ ソ コ ン指導」（以 上 中学校）
があった。

3-6 実践的指導力の基礎につ いて
教育活動そのものが， 人間が人間の精神を対象と

した高度に複雑な精神的行為 であり ，「あら ゆ る技術
のなかでも っとも広範 で複雑な， も っとも高級な技

場からのケア

体験活動の工夫・計匝

地域の行政や卒門家と教員とのコ ーディ
ネ ータ ー

グループ活勘の監督指導

遊び相手

術」と柴 田 義松 13) はいう。 子ども たちは一人一人 学生の特技に応して適宜支援翠頼する

みな違 った個性をもっと同時に ， 日々成長し， 変化
をと げてい る存在 である。 その た め ， 教育技術の場
合 は， 目的そのものが生き た対象との相関に おい て

0 20 

85 

ミ9 却

m 56 

潤 '16

80 

40 60 80 100 

出現度数 ％
極めて流 動的 であり ， それに 合 わ せて方法 ， 手段も
多様にかつ繊細に変化していかなければな らないと

も柴 田は述べてい る。

図 8 学校が支援を望む場面

教育実践の刻々の行動課程に おい て， 瞬時に状況を把握し次の行動を判断していく ， 行動 と反省
的な思考とが一体化したものが反省的実践 である。 適切 であった経 験は 「実践的理論」として蓄積
される 14)。

すなわ ち ， 実践的な指導力は普段の教育実践の 中で絶えず培 われて行くもの である。 この前提に
立ち ，1997年の教員養成課程審議会答申は，教員養成課程に おい て養成されるべき教員の資 質とし
て， 教科指導を含む 学校教育活動を 著 しい支障がなく実践 でき るものとした。

現職 教員を対象に ， 「 実践的指導力の基礎」につい て， 図9 に示した 7 項 目の 選択肢か らなる質
問紙を作 成し， これらのうちか ら 2 項 目を 選択しても ら った。 その結果 ， 「他者の気持ちがわかる
豊かな人間性」が最も 多く ， 「社会人としての常識がある こと」 「子どもを教育する ための使命感」
がこれに次ぎ，以下 「場に即した判断と 動きがと っさに でき る能力」 「コ ミ ュニケーショ ン能力があ
る こと」 「子どもの接し方」などの順となり ， 教科指導を含む 項 目は下位とな った。

教員は， 「子ども への接し方」 や教科指導 よりも ， 「他者の気持ちがわかる豊かな人間性」など社
会人 ・ 教員としての人間的な豊かさが実践的指導力の基礎として重要と考え る人が多い。 豊かな人
間性と ， 教員としての使命感があれば， 子ども へ接し方などの技術的なものは経 験の積み重ねに よ
って身に付 け る ことができ ると考え てい るの である。 濁 川 明男 15)が，新潟県 上 越地区の 200 校の校
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長を対象として行ったア ンケー ト 調査結果によれば， 管理職が強く求める若手教員の資 質の上位 2

つは， 「 多様 な子ど も たちゃ保護者と接し得る対人関係の豊かさ」と 「子ど も たちの気持ちを受容で

きる心の広さと退しさ」であり，現に教職にある ものに対しても 人間的な豊かさに対する期待が大

き い。

なお， 実践的指導力の基礎のその他の記述の中に， 「情熱」， 「児童理 解能力」， 「他者と信 頼関係を

築き，子ど もをきちんとしつけることができる」， 「ある程度の学習指導力」（以上小学校）， 「前向き，

熱心に取り組 も うとする姿勢」（中学校） があった。 「採用当初から学級を担任しつ つ ， 教科指導や

生 徒指導を支障なく実践的な指導ができる能力」 は最

初からは無理だとする意 見があった。 また 実践的指導

カの基礎の意味につ い て検定の結果 ， 中南地区と西北
他者の気持ちがわかる幅広い豊かな人間性

地区 間の教員の意識に有意差が見られた。 そ れは 「子

ど もを教育するための使命感」 が中南地区で 35.4%,

西北地区が 16.5 ％であり， 「社会 人としての常識があ

ること」 が中南地区 25.0% ， 西北地区 46.8 ％と， そ れ

ぞれ大 きな差があるためと見られる。

3- 7 教 育学部への要望

教育学 部への要望を自由記述方式で記入しても ら っ

た。 要望は学生の地域への教育支援に関する もの， 学

生の資 質向上に関する もの， 学校教育現場と教育学 部

子どもへの接し方

コミュニケ ーション能力があること

場に即した判 断と拗きがとっさにできる能力

子どもを教育するための使命感

社会人としての常滋があること

との 連携に関する ものなどにまとめ られる。 教育現場 採用当初から学級を担任しつつ 教科指導

や生徒指導を支障なく実践的な指導ができる
広下

への学 生の派遣につ い ては概して好意 的であり， 青森

県に唯一存在する教員養成学 部として， 実践的指導力

のある教員を養成することなど， 教育学 部に対する期

待が大 きい。 なお， 大坪正一 16) は， 青森県の全ての

公立小中学校校長を対象にア ンケー ト 調査を実 施し，

教員養成学部出 身の教員は熱心で勉強をよくするなど
「まじめ」な教師像であり， 授業実践力を中心とした

即戦力型の力量があると評価されている ことを見出 し

能力

その他

0 20 40 60 80 

出現率 ％

図9 実践的指導力の基礎の意味す る とこ
ろ は何かに対する 現職教員の回答

ている。 ちなみに青森県の公立小中学校現職教員の約40％は弘前大学 教育学 部出 身者である。

小学校

フレンドシップ事業関係として合計8 件あった。 「大変 興味があり」， 「教員をめざす学生にと って

すばらしい事業だと思 う」ので， 教育学 部が力を入れ 「積極的に地域に出 る機会を設ける」 よ うに

との意見があった。 事業に 参加する学生に対して 「子ど もの実 態を理 解し， 実習に臨み，現場に出

ても ， いろ いろなことを吸収していこ うとい う気持ちを持ち， 先輩にどんどん話しかけていっ てほ

しい」， 「『実践的指導力の基礎』 づ くりのため」 に も ， 地域の 「学校がサポー ト し」， 「学生の教 育支

援 も積極的に取り入れた い」 との意 見があった。 事業の趣旨には好意 的であるが実践して不評をか

った例として1 件あり， 「子ど もとのふれあいをした いとい うよりも， 単位修得を目的としたもの

との感を抱かせる 態度であったのがとても残念であった」 との感想が寄せられた。

学生ボランティア による教育支援関係として10 件あった。 「教育実習期間が短い」 関係も あり，
「地域に根ざした教育の推進のために」 「責任問題などク リ ア すべきことがあるが」 「大学 で学んだ

力を活用してl 「 どんどん地域に入 って取り組んで欲 しい」，「総合的 学習の時間や学 校行事等に企画

立案実 施までかかわる機会があれば学生 にとって有意 義な体験になる」との意 見があった。 「誠に有

り難く」， 「継続して」 「来年 度も派遣してほしい」， 「 授業や部活行事等での 「お助けマ ン」として活

107 
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動してくれる大学生がい ると 良 いと思 ってい る」， 「子ども たちが身近に弘前大学学生 50 名の 合 唱
に接して感動を覚え た」と いう ように学生ボ ランティ アの派遣を望む意 見があった。

学生に対する一般的な要望として 3 件あり， 「学生時代に どの ような知識を身につ け るべきか，
何 を 目標に教師となるのかをしっかり考え ， でき る だけ 多くの知識と体験をして現場に入 る ように
努力して欲しい」などがあった。

教育学部に対する期待として 10 件あった。 「各教育実習担当校の年間行事計 画表 ま たは教育運
営計 画を参考にし， 教育実習期間以外に ， 学生が自主的に学校 活動に参加して協力する よう積極的
に働きかけ ても よいの ではないか。 遠足や体育的又は学芸的行事 ， 校 内研修に よる提案授業 への参
加等 子ども達と直接ふれ合う機会を 多く持 た せ るなど ， 児童生徒理解等に努めさせ てはどうか」，

「大学ランク アップ， 地域に誇 る大学を 目指してほしい」， 「学生期間 中に身に付 け るべきことを教
え」， 「子どもへの愛着を 保ち続 け る」教員を養成し， 「児童生徒の人間形成に大きな影響を与え る こ
と や保護者の信頼を得る ために」， 「体力があり」， 「指導力のある」，ま た教育に対して 「前向きなJ
学生を育成してほ しい ， 「青森県に残 る ように情宣ア ピール活動」し， 「本採用が少 なくなってき て
い る原因を究明して」， 「青森県の教員採用 試験に でき る だけ 多く 合 格させ る」 ようにとの期待があ
った。

その他として 5 件あった。 「二学期制を実施 してい る ため 9月が非常に忙しい時期 であり， 教育
実習の期間を夏休み前に設定 できればと ても助かる」， 「青森県の教育振興の ために可能な限 りの協
力をしていき た い」，「大変 だが教師はや りがいの有 る仕 事」，「 最近学生の意欲を感 じ る ようにな り，
大学教員と現場とのズレを感 じなくなった」， 「開かれた 学校は， 私ども 教育現場では最大の課 題」
があった。

中学校
フ レン ドシップ事業関係は2 件 で ，この 事業の し恩恵J を受 け ることを希望し， 「地域拡大」を望

んで い た。
学生に よる教育支援につい ての要望は4 件あった。 「総 合的学習 選択教科及び教科 コ ンピュー

タ 教育 ， 部活動と場は豊富でありどこの 学校 でもありがた いと考え てい ると思う。 学生の特技や希
望 翅夏可能な期間等のリストを作成し， それを配布して協力を依頼するのも 方法 である。 学校は
どの ような協力が得られるのかわからないし， 窓 口がどこかも わからない」， 「本校は教科教室型校
舎に生まれ変わ る。 教室と廊下の間仕切 りのない廊下も学習 空間として考え ており， 開放的 で 多様
な学習形態が可能となる。 今ま で以上に教員の加配が必要と考え てい るが， 思う ようにはならない
だろう。 貴大学の学生の受 け 入れが可能か検討していき た い」， 「文部科学省の学力向上 フ ロンティ
ア 事業の指定を受 け ， 生徒の学力向上が最大の責務となってい る。 放課 後の補充学習 等の対策も考
慮してい るが， 行事等の 多忙化 でなかなか実践 できない現状にあり， 貴校の教育支援の 中で 学習 に
関する資 料があれば ご提供い た だき た い」， 「現場は出張等が多く思う ように総 合的な学習の時間
を行えないのが現状 で ，実施 しても予定以上の時数がかかり教科への影響も出 る。ま た準備 ，計 画
実施 反省など担当者の負担が大き い。 弘大教育学部の学生が県内 小中学校へ教育支援を実施する
ことを大 いに希望する」 があった。

学生に対しての ア ドバイスとして， 「十分な専門 知識を学生時代に得ることが最も大 事 だと思う。
時間が十分ある学生時代に ，継続して研究 でき る ような姿勢を育成し，方法論の 学習をしてほしい」

「教育採用が厳しい時代 であり， 生徒の現状や求め られてい る教育内容も 大変むずかしくなって来
てい る。それを承知 で 教職に就きがんばろうとしてい る皆さ んを心 より応援する。これか らは一層 ，

資 質 能力 ，協調性 ， そして何 より教育愛を備え ていなければな らないと思う。 不易の部分を基本
とし， 更にがんば って学習して下 さい。」 「教育実習 で学級担任の仕 事ぶ りを 見ることが， 実習生 に
と って一番勉強になる」があった。

教育学部に対する期待として， 「地 元の大学として，教育現場 で即戦力となる人材の育成に期待し
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て い る」， 「実際の指導に関 わ る カ リ キュ ラ ムの 見直しと整備とともに ， 教育実習に出すか否かの試
験 制度を設 け てはどうか」， 「 学生を鍛え ておく ように。 部活指導ができ ること ， 精神的にタフであ
ること ， 自分から 動 け ること ， 中学校は組織 で 動くの で集団にと けこめ る 人間 であること ， こ の よ

うな当 た り前のことができ る 学生に教育して下 さい」があった。
その他の意見として3件あった。 「 学部教官と現場の教職員の連携を密にした い。 定期的に話し 合

いを持つとか， 勉強会を行うなど ， 理論と 実践の両 輪 で進 んで いき た い」， 「子ども会の小 学生キャ
ンプに弘大生が一生懸命リーダーシップをと って大活躍してい た。 想像以 上に子どもが変わ ってき
てお り， それに対応していくのは大変 だと思う。 少 しのことにはめげない強 い気持ちが必要 だ。 教
育実習生を 見てい ると ， 学力の低下と常識のなさを感ず ることが多い。 これは大 学側の問題という
よりも ， 社会的な問題 だとは思うが， 我々 中学校 でも努力し改善しなければな らない課 題 としてと
らえ てい る」。

4 ま とめ
青森県津軽地 方 中南 地区と西北 地区の教員を対象に実態調査な ら びに意識調査を行った。 総合的

な学習の時間等 で ， 地域の自然と関 わ った体験 や 農業体験が小 学校 で数 多く行われてい る。 米 ， り
んご作 りは採用率の高 い 題材 でと りわ け 中南 地区が高 い。 川も採用率の高 い地域資源 で ， 岩木川の
上流の 中南 地区 で採用率が高かった。 中学校 では高齢 者施設や 農業 以 外の職場体験が多いのが目立
った。 こ ぎ ん刺しなど地域に根ざした様々な伝統文化が題材に取 り上げ られてい た。

地域を活用した体験活動に ， 子どもは熱心に参加してい ると教員は認識してお り，この種の体験
活動は， 間題発見・解決の方法として意味があると考え る教員が多い。 しかし実際は地域に対する
誇 りを醸成するなど認知的な教育効果が高 いと考え る教員が多い。

「 開かれた学校」の ために地域か ら ゲストティ ーチャ ーを招くケースが 90％を越え てい るなど ，
学校開放が進 んで い ることが窺 われた。 中学校 では老人ホー ムなど福祉施設と連携する例も 見られ
た。 地域を活用した体験活動の結果 ， 子どもの体 験活動に対する基礎的関心が高ま り，この認識は
小 学校教員に顕著 であった。

約 70％の 学校が学生の支援を望 んで い た。 学生の役割として 「 学校内 での 学習の補助」が最も 多
く ， 「確かな学力」向上の ためと考え られる。 つい で 多かったのは 「子どもの安全性の確 保」 であり
小 学校に おい てその傾向が顕著 であった。

「実践的な指導力の基礎」につい ての 多くの教員の認識は， 人間的に豊かで あ ること ， 社会人と
しての常識があることなど教師としての人間形成に重きを おい てお り， 学校教育活動の実際や子ど
もの接し方などはこれら より低位にあった。

弘前大 学教育学部としては 地域の教育活動の支援を希望する 学生と ， 当該学生の特技や希望 ，
支援可能な期間等のリストを作成し， 教育現場の希望内容とのマッチングを 図る 必要がある。 青森
県に唯一存在す る教員養成学部として， 教育現場に即した 実践的な教員を養成することなど ， 弘前
大 学教育学部に対する期待が大き いことも わかった。

付記：アンケー トをまとめ るにあた り， 弘前大 学大 学院地域社会研究科後期 3 年博士課程学生 上村
靖之氏の援助を受 けま した。 記して厚く感謝の意を表しま す。 アンケー ト作成の ための予備調査に
ご協力頂きま した弘前 市立第三大成小 学校 文京小 学校 ，桔梗野小 学校 ，豊 田 小 学校 ，堀越小 学校 ，

黒石 市立中郷小 学校 ，板柳町立板柳北 小 学校， 弘前市立第二 中学校 ， 第三 中学校 ， 第五 中学校 ， 南
中学校に厚く感謝申し 上げま す。 弘前大学教育学部附属教育実践総 合 センタ ーの野呂徳治助教授か
らも アンケー ト作 成に助言を受 けま した。 感謝申し 上げま す。

本 研究は， 平成 15 年度科学技術研究費補助金 「教員養成プロ グ ラ ム初期に体験活動を経 験した
学生の教育実習後の態度変容」 基盤研究(C)(2)課 題番号 15530560（研究代表者羽賀敏雄）に よ って行
った。
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